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申請に対する処分の審査基準・標準処理期間　個票 

都市建設部　建築指導課 

 
許認可等の内容

工作物　完了検査 

(建築基準法施行令第１３８条第１項及び第２項に該当するものに限る)

 
根拠法令等及び条項 建築基準法第８８条第１項

 標

準

処

理

期

間

根拠条項 建築基準法第７条第１項第４号

 
設定等年月日

昭和２５年１１月２３日施行 

令和　７年　４月　１日施行（現行）

 
標準処理期間 申請を受理した日から７日以内

 

審

査

基

準

根拠条項 建築基準法第８８条第１項

 
参考事項

建築基準法、建築基準法施行令、建築基準法規則、関連告示、通達、例

規、関係法令

 
設定等年月日

昭和２５年１１月２３日施行 

令和　７年　４月　１日施行（現行）

 【　基　準　】

 建築基準法 

（工作物への準用） 

第８８条　煙突、広告塔、高架水槽、擁壁その他これらに類する工作物で政令で指定す

るもの及び昇降機、ウォーターシュート、飛行塔その他これらに類する工作物で政令

で指定するもの（以下この項において「昇降機等」という。）については、第３条、第

６条（第３項、第５項及び第６項を除くものとし、第１項及び第４項は、昇降機等に

ついては第１項第１号又は第２号の建築物に係る部分、その他のものについては同項

第３号の建築物に係る部分に限る。）、第６条の２（第３項を除く。）、第６条の４（第

１項第１号及び第２号の建築物に係る部分に限る。）、第７条から第７条の４まで、第

７条の５（第６条の４第１項第１号及び第２号の建築物に係る部分に限る。）、第８条

から第１１条まで、第１２条第５項（第３号を除く。）及び第６項から第９項まで、第

１３条、第１５条の２、第１８条（第５項から第１４項まで及び第３８項から第４０

項を除く。）、第２０条、第２８条の２（同条各号に掲げる基準のうち政令で定めるも

のに係る部分に限る。）、第３２条、第３３条、第３４条第１項、第３６条（避雷設備

及び昇降機に係る部分に限る。）、第３７条、第３８条、第４０条、第３章の２（第６

８条の２０第２項については、同項に規定する建築物以外の認証型式部材等に係る部

分に限る。）、第８６条の７第１項（第２８条の２（同条第１号及び第２号に掲げる基

準に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）、第８６条の７第２項（第２０条に係る部

分に限る。）、第８６条の７第３項（第３２条、第３４条第１項、第３６条（昇降機に

係る部分に限る。）及び第３７条に係る部分に限る。）、前条、次条並びに第９０条の規

定を、昇降機等については、第７条の６、第１２条第１項から第４項まで、第１２条

の２、第１２条の３及び第１８条第３８項から４０項の規定を準用する。この場合に
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 おいて、第２０条第１項中「次の各号に掲げる建築物の区分に応じ、当該各号に定め

る基準」とあるのは、「政令で定める技術的基準」と読み替えるものとする。 

（建築物に関する完了検査） 

第７条　建築主は、第６条第１項の規定による工事を完了したときは、国土交通省令で

定めるところにより、建築主事等の検査（建築副主事の検査にあっては、大規模建築

物以外の建築物に係るものに限る。第７条の３第１２項において同じ。）を申請しなけ

ればならない。 

４　建築主事等が第１項の規定による申請を受理した場合においては、建築主事等又は

その委任を受けた当該市町村若しくは都道府県の職員（以下この章において「検査実

施者」という。）は、その申請を受理した日から７日以内に、当該工事に係る建築物及

びその敷地が建築基準関係規定に適合しているかどうかを検査しなければならない。 

 


